

様式第1号
　　年　　月　　日

令和７年度第１回　泉南市民間提案制度（実証実験型）　提案書

泉南市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　提案者　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　㊞


　令和７年度第１回泉南市民間提案制度（実証実験型）募集要項に基づき、次のとおり提案します。


１、提案者について（グループ応募の場合、代表企業・団体の情報を記入すること）
	団体の名称等
	□営利法人　□非営利法人　□個人事業主　□その他

	
	

	代表者
	役職名：　　　　　　　　　　氏名：

	所在地（本社等の所在地）
	〒



	資本金
	

	従業員数
	

	本市との窓口となる事業所及び担当者
	事業所名：

所属：

役職：

氏名：

電話：

メールアドレス：

	グループの
有無
	□有（有の場合、様式第２号を提出要）　　□無
構成企業・団体等の名称
・
・
・
・





２、提案内容について
	事業の名称
	


	[bookmark: _GoBack]事業の概要
	




	実施場所
	
※土地の場合は、地番及び面積（㎡）を記入

	実施期間
	
※希望する年数等を記入

	同一又は類似事業の実績
	□有（下記に事業名、場所、概要等を記入）　□無



	概算事業費
	総額：　　　　千円（１年当たり：　　　　　千円）※税込

	提案による効果（複数選択可）
	□公共サービスにおける質の維持・向上　□新たなビジネス創出
□地域経済の活性化　□組織・財政の効率化、職員負担の軽減
□新たな財源の確保　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	独創性
	
※独自の発想や工夫に基づく付加価値について説明

	公益性
	
※市民サービスや行財政運営の効率性の向上、まちの新たな魅力の創造など、公益性について説明

	市財政負担の
有無
	
※事業化後に発生する行政側の業務も含め、原則、本市に新たな財政負担が生じないことを説明

	実現性、継続性
	収支計画
	

	
	提案を実現、継続するための方策
	

	現行事業との比較
	

※コストやサービス水準など、現行事業との比較について説明

	提案者以外の市内事業者との連携や活用に関する具体的方針
	



※事業実施時における連携・活用方針について説明。実施時の連携・活用が困難な場合は、事業実施後の経済効果（雇用創出、交流人口拡大等）について説明

	本市に協力を求める事項
	


	KPI（目標値）
	


	備考
	



※各項目の内容を補足する資料や、任意の別添資料を作成しても構いません。



